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地域在住の後期高齢者を対象に, 加齢に伴う体

力や活動能力, 健康状態の縦断的変化を明らかに

するとともに, 身体活動量 (歩数) の体力への影

響についてもあわせて検討した｡�� ��
対象者は昭和２年生まれの新潟県Ｎ市在住の高

齢者���名 (男性���名, 女性��名) であった｡����年 (��歳) から����年 (��歳) の２年間の体
力や活動能力, 健康状態の変化を検討した｡ 体力

測定は, 握力, 膝伸展力, 脚伸展パワー, 歩行テ

スト, 開眼片足立ち, ステッピングの６種目につ

いて実施した｡ 活動能力の指標として, 老研式活

動能力指標, 日常生活動作遂行能力 (階段上り動

作および椅子からの立ち上がり動作) を用いた｡

また, 身体活動量の指標として歩数を用いた｡�������
身体的特性では, 体重 (�＜�����), ���(男

性�＜�����, 女性�＜����), 体脂肪率 (�＜�����)
に有意な低下が認められた｡ 老研式活動能力指標

の平均値は男女とも��点台であり, また, 日常生
活動作遂行能力の成就率も高かったことから, 本

研究の対象者のほとんどは生活機能面で自立して

いたものと考えられる｡ 老研式活動能力指標と日

常生活動作遂行能力はいずれも２年間で顕著な変

化は認められなかった｡ 体力項目では男女とも膝

伸展力 (�＜�����), 脚伸展パワー (�＜�����),
最速歩行速度 (男性�＜����, 女性�＜����) に有
意な低下が認められた｡ また, 女性においてのみ

開眼片足立ち (�＜����) に有意な低下が認めら
れた｡ 一方, 男女とも握力, ステッピングには有

意な変化が認められなかった｡ 身体活動量と体力

の変化については, 全対象者���名のうち, 歩数
調査を実施した���名 (男性��名, 女性��名) を
対象に検討した｡ 男女とも歩数に有意な変化は見

られなかった｡ 健康日本��における��歳以上高齢
者の歩数目標値 (男性�����歩�日, 女性�����歩�
日) を基準に, ２年後もこの基準値を満たしてい

た者を ｢高活動量群｣, そうでない者を ｢低活動

量群｣ とした｡ 高活動量群 (男性�����歩�日→�����歩�日, 女性�����歩�日→�����歩�日) と低
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活動量群 (男性�����歩�日→�����歩�日, 女性�����歩�日→�����歩�日) の男女いずれの群とも,
２年間で歩数に有意な変化は見られなかった｡ し

かし, 両群とも膝伸展力 (�＜�����) と脚伸展パ
ワー (�＜�����) の有意な低下が認められ, 特に,
男性において低活動量群の膝伸展力と脚伸展パワー

の低下率は高活動量群に比べて高く, 特に脚伸展

パワー (�＜����) が顕著であった｡ また, 女性
においても低活動量群の脚伸展パワーの低下率が

高活動量群と比べて高い傾向を示した｡ その他の

体力項目では顕著な変化が見られず, 両群間に有

意な差は見られなかった｡�����
身体活動量が維持されていても, 膝伸展力と脚

伸展パワーの低下が認められ, その低下率は低活

動量群において顕著であった｡ このことから, 身

体活動量の低下は下肢筋力 (特に脚伸展パワー)

の低下をさらに加速させる可能性が考えられ, 加

齢に伴う体力の低下の軽減のためにはより多くの

身体活動量の維持または増加の必要性が示唆され

た｡ 今後, 体力の変化については身体活動状況だ

けでなく, 生活状況等を含めた検討が必要である｡
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